
 

 

警視庁との連絡協議体制 

情報の入手 

○企業の経営を暴力団等が実質的に支配している又は利用しているとの情報 

○企業の役員等が暴力団関係者と社会的に非難されるべき交友関係を有しているとの情報 

   ○通報報告違反に関する情報など 

 

 

 

 

 

                          

  

 ○事実確認調査等（排除措置の対象か否か） 

 

                           ○認定（排除措置の対象者）        

 

                           ○排除要請（区の契約からの排除）     

                           

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

事業者名の公表 

 

 

 

 

  

 

 

警 視 庁 

（組織犯罪対策第三課） 

警視庁の排除要請 
知情性が不明と

の回答 

排 除 措 置 

○区の契約（下請負等含む）からの排除 

○契約解除（既契約がある場合） 

勧 告 

○再度の勧告を受けた 

場合は排除措置 

注意喚起 

意見聴取（照会） 

（排除措置の対象か否か） 

※区が情報を入手した場合 

 新 宿 区（新宿区暴力団等排除対策委員会） 


